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男女共同参画社会の実現をめざして

男性も女性も、意欲に応じてあらゆる分野で活躍できる社会とは、人権が尊重さ

れ、自分らしく、そして安心して暮らすことのできる社会の実現であります。 さ

らに、本格的な人口減少社会を迎えたなか、職場、家庭や地域など様々な分野にお

ける女性の参画拡大はますます重要性を増しており、男女共同参画社会の実現は重

要な課題となっております。

本村では、相互扶助「かて～り」の精神を活かした村づくりを進める中、平成

25年3月に「椎葉村男女共同参画推進条例」を制定し、平成30年4月には「椎葉

村男女共同参画基本計画」を策定し、計画に沿った様々な取り組みを進めてまいり

ました。

しかしながら、固定的な性別役割分担の意識は依然として根強く残っており、令

和4年度に実施した村民意識調査でも同様の結果となっております。このような状

況がワーク・ライフバランスの実現の妨げとなり、女性参画の阻害要因になってい

るものと考えられます。

こうした状況を踏まえ、本村における男女共同参画社会の実現に向けた計画的な

取り組みを推進するため、「第2次椎葉村男女共同参画基本計画」を策定しまし

た。また、本計画は「椎葉村DV防止基本計画」として一体的に推進することにし

ています。

今後は、推進条例に掲げる６つの基本理念のもと、一人ひとりが大切にされ、誰

もが「夢」「いきがい」「幸せ」を持ちながら暮らしていける社会の実現に向け

て、村民の皆様や関係機関の方々と共に連携してまいりたいと考えております。

最後に、本計画の策定にあたり貴重なご意見をいただきました「椎葉村男女共同

参画審議推進委員会」の皆様をはじめ、意識調査にご協力いただきました村民の皆

様に心から感謝申し上げます。
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基本目標１

あらゆる場における男女共同参画社会についての学習の推進

基本目標２
男女共同参画社会の形成を阻害する制度・慣行の見直し

基本目標３
仕事と生活の調和を図るための男女共同参画の視点に立った環境の整備

基本目標４
男女の人権を侵害するあらゆる暴力の防止、救済に向けた環境の整備
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政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
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第１章 計画の概要

１. 計画策定の趣旨

２. 計画の性格

３. 計画の期間
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１．計画策定の趣旨　　　　　　　　　　 　　　　　　 　

　男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別に関わりなく、その個性

と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、少子高齢化の進展や社

会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、社会全体で取り組むべき最重要課題です。

　国においては、平成１１年６月に「男女共同参画社会基本法」が施行、平成１２年１２

月に基本法に基づく国の計画として初めての男女共同参画基本計画が策定され、改定を重

ねながら、様々な取り組みが進められてきました。

　本村においては、平成２５年３月に「椎葉村男女共同参画推進条例」を制定し、本村の

男女共同参画社会の形成に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、このたび「第

２次椎葉村男女共同参画基本計画」を策定しました。

　本村を取り巻く、社会・経済環境の大きな変化を背景に、地域生活課題は多様化・高度

化しています。このような変化に対応し、多様性に富んだ活力ある地域づくりを推進する

ためには、地域づくりにかかわるあらゆる取り組みが、すべての人の人権尊重を基盤に行

われることが重要です。

　そのためには、誰もが性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮できる男女共

同参画社会の実現に向けた取り組みが喫緊の課題であり、男女共同参画社会基本法におい

て、男女共同参画社会の実現は、２１世紀のわが国社会を決定する最重要課題と位置付け

られています。

　一方、平成２７年９月には、自らの意思によって働き又は働こうとする女性の活躍を推

進し、その結果として男女の人権が尊重され、豊かで活力ある社会を実現することを目的

とした「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が公布さ

れました。当法律では、女性の採用・登用・能力開発等のための事業主行動計画の策定を

事業主に義務付けており（常時雇用する労働者数が３００人以下の民間事業者については

努力義務）、我が国における男女共同参画社会の実現に向けた取組は新たな段階に入りま

した。

　男女共同参画社会の実現に向けて取り組むべき施策を具体的に示すとともに、男女共同

参画社会の形成に向けた取り組みが、行政、住民、事業者、NPO等が一体となって展開さ

れるよう推進体制を確立し、総合的かつ計画的に展開するための指針として本計画を策定

します。
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２．計画の性格　　　　　　　              　　　　　　　　

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

３．計画の期間　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 

本計画は、「男女共同参画社会基本法」（平成１１年法律第７８号）第１４条第
３項に基づき策定する法定計画です。

本計画は、「椎葉村男女共同参画推進条例」（平成２５年３月１９日条例第１４

号）第１０条の規定に基づき策定する男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画です。

本計画は、男女共同参画社会基本法に基づく法定計画である「第５次男女共同参
画基本計画」（令和２年１２月２５日閣議決定）を上位計画とし、「第６次椎葉
村長期総合計画」やそれに基づく部門別計画との整合性を図りながら策定しまし
た。

本計画は、本村の特性を考慮し、村民の意見を反映するために、令和４年度に実

施した「第２次男女共同参画基本計画策定に係るアンケート」の結果や椎葉村男

女共同参画審議推進委員会からの答申などを踏まえて策定しました。

本計画は、女性活躍推進法第６条第2項に基づく本村における推進計画として位置

付けます。

本計画は、「DV防止法」第２条の３第３項に基づく本村における基本計画として

位置付けます

本計画の期間は、令和５年度を初年度とする令和９年度までの５年間とし、実施事業に
ついては、必要に応じて見直します。

その他、国内外情勢の動向や社会・経済環境の変化に対応し、必要に応じて見直しま
す。

推進計画該当部分：第４章　基本目標５

基本計画該当部分：第４章　基本目標４
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第２章 計画策定の背景

１. 国の動き

２. 宮崎県の動き

３. 椎葉村の動き

－9－



１．国の動き　　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　　

（１）「第５次男女共同参画基本計画」の策定

（２）関係法の制定・改正

①「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」の制定

②「女性活躍推進法」の改正

③「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に

④「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施

男女共同参画基本法に基づき、総合的かつ長期的に講ずるべき施策の大網とし
て、「第５次男女共同参画基本計画」が令和２（２０２０）年１２月に閣議決定
されました。この計画では、新型コロナウイルス感染症感染拡大による女性への
影響やデジタル化社会への対応、ジェンダー平等に向けた世界的な潮流を踏ま
え、2030年代には誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導的地位にある
人々の性別に偏りがないような社会をめざすため、政策・方針決定過程への女性
の参画を拡大するための取組を進めることなどが強調されています。

平成３０（２０１８）年５月に「政治分野における男女共同参画の推進に関す

る法律」が制定され、衆議院議員、参議院議員及び地方公共団体の議会の議員

選挙において、男女の候補者の数ができる限り均等となることを目指すことな

どを基本原則とし、国・地方公共団体の債務や政党等に所属する男女のそれぞ

れの公職の候補者数についての目標を定めるなど、自主的な取組に努めること

が示されました。

令和元（２０１９）年６月に「女性活躍推進法」が改正され、常時雇用する労

働者が３０１人以上の事業主における女性活躍に関する情報公表の強化、特例

認定制度（プラチナえるぼし認定）が創設され、さらに令和４（２０２２）年

４月からは、一般事業主行動計画の策定及び女性活躍に関する情報公表の義務

の対象が、常時雇用する労働者が１０１人以上の事業主に拡大されることとな

りました。

関する法律等」の改正

令和元（２０１９）年６月に「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の

安定及び職業生活の充実等に関する法律」、「雇用の分野における男女の均等

な機会及び待遇の確保等に関する法律」及び「育児休業、介護休業等育児又

は、家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」が改正され、事業主が職業に

おけるパワー・ハラスメント防止のために雇用管理上必要な措置を行うことを

義務づけるとともに、労働者が事業主にセクシュアル・ハラスメント等を相談

したことを理由とする不利益な取り扱いを禁止すること等が定められました。

行規則」の改正

令和元（２０１９）年１２月に「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律施行規則」が改正され、令和３（２０２１）年１

月から、育児や介護を行う労働者が子の看護休暇や介護休暇を時間単位で取得

することが可能となりました。

－10－



（３）「少子化社会対策大網」の策定

（４）「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイド

（５）「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」の決定

２．宮崎県の動き　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　

（１）「第３次みやざき男女共同参画プラン」の策定

（２）「第４次DV対策宮崎県基本計画」の策定

（３）「第２期みやざき子ども・子育て応援プラン」の策定

（４）「第2期宮崎県子どもの貧困対策推進計画」の策定

宮崎県の子どもの貧困対策を総合的に推進するため、令和２（２０２０）年３月
に、保護者に対する就労の支援や教育、経済的支援などを対策の柱として「第２
期宮崎県子どもの貧困対策推進計画」が策定されました。

県の男女共同参画社会の実現に向けた取組を総合的かつ計画的に推進するため、
これまでの成果や社会情勢の変化を踏まえて、施策の全体的な枠組みやその方向
性と具体的施策を示すものとして、平成２９（２０１７）年３月に「第３次みや
ざき男女共同参画プラン」が策定されました。

社会情勢や配偶者暴力防止法の改正内容、国の基本的な方針、ストーカー規制法
の改正内容を踏まえ、平成３１（２０１９）年３月に「第４次DV対策宮崎県基本
計画」が策定されました。

社会環境の変化や国による新しい対策の方向性・課題等を踏まえ、令和２（２０
２０）年３月に「第２期みやざき子ども・子育て応援プラン」が策定されまし
た。

令和２（２０２０）年５月に、総合的かつ長期的な少子化に対処するための指針
として、「少子化社会対策大網」が閣議決定され、子育て世代への対応として、
令和７（２０２５）年までに男性の育児休業取得率を３０％とするなどの数値目
標が掲げられ、配偶者の出産直後に休業を取得しやすい環境の整備を促進するこ
となどが示されました。

令和２（２０２０）年５月に「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画
の視点からの防災・復興ガイドライン～」が作成され、地方公共団体が災害対応
にあたって取り組むべき事項が示されました。

令和２（２０２０）年６月に「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」が決定され、
令和２（２０２０）年度から３年間を性犯罪・性暴力対策の「集中強化期間」と
して、刑事法に関する検討、被害者支援の充実、加害者対策の推進、教育・啓発
の強化などに取り組むことが示されました。

ライン～」の作成
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３．椎葉村の動き　　                                                  

（１）「椎葉村男女共同参画審議推進委員会」の設立

（２）「第２次椎葉村男女共同参画基本計画」の策定

基本計画に対する「審議」のみにとどまらず、「推進」することも必要であると

の観点から、これまでの「男女共同参画審議会」に以前から男女共同参画を啓発

推進してきた「いきいき女性アドバイザー」を加え、平成28年４月から「男女共

同参画審議推進委員会」と名称を変え、様々な活動を展開することとしました。

「椎葉村男女共同参画基本計画」（改訂版）が令和４年度で計画期間が終了する

ことを受け、「第２次椎葉村男女共同参画基本計画」を策定しました。

令和５年４月策定（計画期間令和５年度から令和９年度までの５年間）
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第３章 計画の基本的な考え方

１. 基本理念

２. 計画の体系
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１．基本理念                                                              

男女共同参画の推進に向けた取り組みが、国際社会における取り組みと密接な関
係を有していることに鑑み、男女共同参画の推進は、国際的協調の下に行わなけ
ればならない。

この計画は、「椎葉村男女共同参画推進条例」第３条に規定する基本理念に基づき策定
します。

男女共同参画の推進にあたっては、社会における制度又は慣行が、性別による固
定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でな
い影響を及ぼすことにより、男女共同参画を阻害する要因となるおそれがあるこ
とを考慮して、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対
して及ぼす影響をできる限り中立なものとするよう配慮させなければならない。

男女共同参画の推進は、男女が、社会の対等な構成員として、村における施策又
は事業者等における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されるこ
とを旨として、行わなければならない。

男女共同参画の推進は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下
に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員と
しての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるよう
にすることを旨として、行わなければならない。

男女共同参画の推進は、生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利が尊重される
ことを旨として、行わなければならない。

男女共同参画の推進は、男女の個人の尊厳が重んじられること、性別による差別

的扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されるこ

と、その他の男女の人権が尊重されることを旨として、行わなければならない。

（１）男女の人権の尊重

椎葉村男女共同参画推進条例に掲げる

６つの基本理念

（２）社会における制度または慣行についての配慮

（３）施策・方針の立案及び決定への共同参画

（４）家庭生活における活動と他の活動の両立

（５）性と生殖に関する健康・権利の尊重

（６）国際的協調
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２．計画の体系                                                           

男女共同参画社会の形成

椎
葉
村
男
女
共
同
参
画
推
進
条
例
の

６
つ
の
基
本
理
念

（１）あらゆる場における男女共同

参画社会についての学習の推進

（２）男女共同参画社会の形成を阻

害する制度・慣行の見直し

（３）仕事と生活の調和を図るため

の男女共同参画の視点に立った環境

の整備

（４）男女の人権を侵害するあらゆ

る暴力の防止、救済に向けた環境の

整備

（５）施策・方針決定過程への女性

の参画の拡大

（６）男女共同参画社会づくりに向

けた推進体制の整備と地域づくり活

動の推進
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基本目標１

基本目標２

基本目標３

基本目標４

基本目標５

基本目標６

第４章 計画の内容

男女共同参画社会の形成を阻害する制度・慣行の見直し

あらゆる場における男女共同参画社会についての学習の推進

仕事と生活の調和を図るための男女共同参画の視点に立った

環境の整備

男女の人権を侵害するあらゆる暴力の防止、救済に向けた

環境の整備

政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

男女共同参画社会づくりに向けた推進体制の整備と地域づくり

活動の推進
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【現状と課題】

用語解説

上記アンケート結果における「ジェンダー平等を実現しよう」の知名度の低さは、学習

機会の提供の少なさをうかがわせる結果となっています。男女共同参画社会の実現に向け

ては、男女共同参画についての理解の深化を図る教育・学習が必要です。

学校、家庭、地域、職場など社会のあらゆる分野において相互の連携を図りつつ、様々

な世代を対象に学習機会の提供を行います。

男女共同参画社会の形成に向けては、村民1人1人の男女共同参画意識の醸成を図る教

育・学習が基礎となり、「椎葉村男女共同参画推進条例」第１１条においても「教育及び

学びの推進」を規定しています。

持続可能な開発目標（SDGｓ）では「ジェンダー※1平等を実現しよう」が目標の１つと

して掲げられています。しかし、2022年7月に発表されたジェンダー・ギャップ指数※2に
おいて、日本は146カ国中116位となり先進国の中で最低レベル、アジア諸国の中で韓国
や中国より低い結果となっています。

令和４年度に実施した「第２次男女共同参画基本計画策定に係るアンケート」におい
て、持続可能な開発目標に「ジェンダー平等を実現しよう」が入っていることの知名度に
ついて調査したところ、男女ともに過半数が「知らない」と回答しました。

※2 ジェンダー・ギャップ指数：経済・政治・教育・健康の分野で男女格差を測ったもの。
※1 ジェンダー：社会的・文化的に形成された性別のこと。

基本目標１

あらゆる場における男女共同参画社会についての学習の推進

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

女性

男性

知っている 知らない

2015年に国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」の１７の目標の中

に、目標５「ジェンダー平等を実現しよう」が入っていることを知っていますか。
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【施策の方向】

【数値目標】

内容 担当課事業番号 具体的な取り組み

1

2

3

男女共同参画の視点に立っ
た教育進路指導の実施

4

男女共同参画社会につい
ての情報提供の充実

様々な場における学習機
会の提供

職員研修の提供

男女共同参画についての理解を深める

ため、広報誌ややまびこ通信などあら

ゆる媒体と多様な機会を活用して広

報・啓発に努めます。

総務課

児童・生徒が固定的な性別役割分担意

識にとらわれず、主体的に進路を選択

する能力・態度を身につけられるよ

う、職場見学や職場体験学習を実施し

ます。また、進路指導の際、男子向

け・女子向けとされる職種にとらわれ

ることなく、幅広い進路選択がされる

よう教職員への情報提供に努めます。

教育委員会

教育委員会

男女共同参画についての正しい知識が
深まるよう生涯学習や社会教育の講座
において学習機会の提供を行います。
また、自治会や家庭教育学級、老人ク
ラブ・女性団体・青年団等の各種団体
への学習機会の提供に努めます。

男女共同参画意識の向上を図るため
に、行政職員や教職員、保育士等への
研修会への参加を積極的に働きかけま
す。

総務課

指標 現状 令和９年度の目標数値

男女共同参画の理解を深
めるための研修等を行っ

た回数

０回
（令和４年度）

５回
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【現状と課題】

用語解説

社会制度や慣行は、それぞれの目的や経緯を持って生まれてきたものではありますが、

男女共同参画社会の形成という新しい視点から見た場合、男女の置かれている立場の違い

等を反映して、結果的に男女に中立に機能しない状況があり、本来尊重すべき性別にかか

わらない多様な生き方の選択を阻む要因となることがあります。

このような固定的な性別役割分担意識※3に基づく制度や慣行は、暮らしの隅々に関わっ

ており、無意識のうちに人々の男女共同参画意識に影響を及ぼしています。

※3 固定的な性別役割分担意識：男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適
当であるにもかかわらず、「男は仕事・女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」等
のように、男性、女性という性別を理由として、役割を固定的に分ける考え方のこと。

令和４年度に本村が実施した「第２次男女共同参画基本計画策定に係るアンケート」に

おいて分野別の男女平等感を尋ねたところ、「平等である」の回答が最も多かったのは、

男性が「家庭生活の場や地域活動、結婚や葬式などの習慣やしきたり」で38.6％、女性が

「学校生活の場や就労環境」で24.2％となりました。すべての質問において、男女ともに

「平等である」の回答は４０％を下回っています。

一方、「男は仕事、女は家庭に象徴される性別によって社会的な役割や仕事を分担する

という考え方についてどう思いますか」という質問においては、男女ともに「反対」・

「どちらかといえば反対」が「賛成」を上回っています。

「賛成」・「どちらかといえば賛成」と答えた方の理由として最も多かったのは「家

事・育児・介護と両立しながら妻が働き続けることは大変だと思うから」というものでし

た。「日本の伝統的な家庭のあり方だと思うから」や「自分の両親も役割分担をしていた

から」の回答もあり、前述した「平等である」の回答数とあわせて見ると、自然と意識付

けられた固定的な性別役割分担の考えが社会制度や慣習・慣行に影響を及ぼしていること

が分かります。

広報・啓発や学習機会の提供などを通して、人々の活動の場である家庭・職場・学校・地

域コミュニティ等において、固定的な性別役割分担意識を助長するものや性別による機会

の不平等をもたらすものがないか等見直すべき制度や慣行について、住民と行政職員の主

体的な気づきが拓かれるよう努めます。

基本目標２

男女共同参画社会の形成を阻害する制度・慣行の見直し
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

女性

男性

家庭生活の場や地域活動、結婚や葬式などの習慣やしきたり

平等である 男性が優遇されている 女性が優遇されている どちらともいえない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

女性

男性

学校生活の場や就労環境

平等である 男性が優遇されている 女性が優遇されている どちらともいえない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

女性

男性

法律や制度の面・社会全体

平等である 男性が優遇されている 女性が優遇されている どちらともいえない
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【数値目標】

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

女性

男性

賛成 どちらかといえば賛成 どちらともいえない どちらかといえば反対 反対

「男は仕事、女は家庭」に象徴される性別によって社会的な役割や仕事を分担す

るという考え方について、あなたはどう思いますか。

2

1

3

0

0

10

13

7

1

5

12

23

3

3

4

妻が家庭を守ったほうが子どもの成長などに

とって良いと思うから

家事・育児・介護と両立しながら妻が働き続

けることは大変だと思うから

夫が外で働いたほうが多くの収入を得られると

思うから

自分の両親も役割分担をしていたから

日本の伝統的な家庭のあり方だと思うから

男性

女性

無回答

上記質問に「賛成」または「どちらかといえば賛成」と答えたのはなぜですか。

（複数回答可）

（人）
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【施策の方向】

【数値目標】

教育委員会
地域運営における慣行の

見直し
6

家庭・職場・地域など様々な場において

固定的な性別役割分担意識に基づく慣行

や制度の見直しのための広報・啓発に努

めます。

総務課
あらゆる場における男女

共同参画の推進
7

社会全体で男女が平等で
あると回答した人の割合

25.8%
（令和４年度）

50.0%

地域は、家庭とともに人々にとって最も

身近な暮らしの場であることから、自治

公民館等の運営における、男女共同参画

社会の形成の阻害要因となる固定的な性

別役割分担意識等に基づく慣行の見直し

の促進を図ります

指標 現状 令和９年度の目標数値

行事・イベント等での、役割分担を決定

する過程において、性別に関わりなく一

人ひとりの意見が反映されたものとなる

よう、積極的な見直し、改善に努めま

す。

関係各課
行事やイベント等におけ

る慣行の見直し

事業番号 具体的な取り組み 内容

8

担当課

5
家庭生活の役割分担に関

する啓発の推進

性別による固定的性別役割分担意識を変

えることにより、男女が共に家庭責任を

果たすための料理教室等の学習機会を提

供します。その際、子どもや男性の家事

等日常生活能力の獲得・向上への支援を

行います。

福祉保健課
教育委員会
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【現状と課題】

用語解説

令和4年度に実施した「第２次男女共同参画基本計画策定に係るアンケート」において、

女性が働き続けるうえで問題や妨げになっていること、男性の育児休業取得率に焦点を当

てた質問をしました。「女性が働き続けるうえで特に問題や妨げになっていることは何だ

と思いますか」という質問に対して、最も回答が多かったのは男女ともに「家事・育児・

介護の負担が大きいこと」となり、このことから家庭生活の中で気づかないうちに固定的

な性別役割分担の意識が潜んでいる可能性があることがうかがえます。「男性の育児休業

取得率が低い理由は何だと思いますか」の質問においては、男女ともに「職場に取りやす

い雰囲気がないから」の回答が最も多く、次いで「取ると仕事で周囲の人に迷惑がかかる

から」となり、職場の雰囲気や職場内の人への気遣いが育児休業を取得することへの躊躇

につながっていることが分かります。

同調査において、「女性も男性も仕事と家庭生活・地域活動を両立するために特にどの

ようなことが必要だと思いますか」という質問に対して、男女ともに最も多かったのは

「育児・介護休業制度を利用しやすい職場環境の整備」となりました。このことから、男

性の育児休業取得促進のための啓発と誰もが働きやすい就業環境の整備のための情報提供

を事業所に対して行います。仕事と生活の場を同じくする農林・畜産業、商工自営業にお

いても男女共同参画の視点に立った就業環境の整備を促します。女性の回答で2番目に多

かった「女性が働くことに対する家族や周囲の理解と協力」という点について、男女が協

力して子育てに関わることについての学習機会の提供を行い、男性の子育てへの関わりの

支援・促進を図ります。

男女が個性と能力を発揮することによる、多様性に富んだ活力ある男女共同参画社会の

形成に向けては、性別にかかわらず誰もが多様な生き方の選択ができることが重要です。

人生のそれぞれの段階において、主体的に希望するバランスで仕事と家庭のみならず、

様々な分野での活動に関わることができる「仕事と生活の調和」（ワーク・ライフ・バラ

ンス）※4が可能な就業環境の整備が求められています。

※4「仕事と生活の調和」（ワーク・ライフ・バランス）：老若男女誰もが、仕事、家庭生活、地
域生活、個人の自己啓発など、様々な活動について、自ら希望するバランスで展開できる状態のこ
と。個人が仕事上の責任を果たしつつ、結婚や育児をはじめとする家族形成のほか、介護やキャリ
ア形成、地域活動への参加等、個人や多様なライフスタイルの家族がライフステージに応じた希望
を実現できるようにすること。

基本目標３

仕事と生活の調和を図るための男女共同参画の視点に立った環境の整備
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0

1

1

0

1

0

1

0

3

3

0

6

2

15

33

8

7

8

11

1

14

28

27

101

1

15

18

8

20

7

24

4

28

45

26

112

その他

特に問題や障害は無い

健康や体力的なこと

女性自身の職業に対する自覚が不足してい

ること

女性の働き先自体がないこと

夫が昇進等するときに妻が仕事を辞める

「ならわし」があること

賃金・仕事の内容・昇進・昇格・定年制・

教育訓練などに差別があること

夫の転勤

職場の理解や協力が得られないこと

保育施設や介護施設などの社会福祉施設が

不十分なこと

家族の理解や協力が得られないこと

家事・育児・介護の負担が大きいこと

男性

女性

無回答

あなたは女性が働き続ける上で特に問題や妨げになっていることは何だと思

いますか。（複数回答可）

（人）

1

1

1

1

2

6

5

4

3

9

9

31

26

47

64

86

4

10

15

44

30

61

87

91

その他

育児・介護は女性のほうが適しており男

性が取る必要は無いから

人事評価や昇給に影響があるから

仕事が忙しいから

周囲に取った男性がいないから

休業補償が十分でなく経済的に困るから

取ると仕事で周囲の人に迷惑がかかるか

ら

職場に取りやすい雰囲気がないから

男性

女性

無回答

男性の育児休業取得率が低い理由は何だと思いますか。（複数回答可）

（人）
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1

0

1

0

0

4

5

1

1

8

4

5

1

11

4

8

9

25

24

44

100

96

5

1

14

3

8

33

40

33

33

116

81

その他

男性は家事・育児を行うべきではない

特に無い

周囲から冷たい目で見られる

妻が家事・育児をしていないと誤解され

る

家事・育児は女性のほうが向いている

仕事と両立させることは現実として難しい

男性も充実感を得られる

家事・育児を行う男性は時間の使い方

が効率的で仕事もできる

男性も家事・育児を行うことは当然であ

る

子どもに良い影響を与える

男性

女性

無回答

あなたは男性が家事・育児を行うことについてどのようなイメージをお持ちです

か。（複数回答可）

（人）
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1

2

5

5

2

1

4

3

3

5

2

3

0

39

51

43

33

37

71

36

63

52

49

95

2

43

57

43

41

37

68

51

46

79

62

105

その他

男女の役割分担についての社会通念、慣習

などの解消

男性が家事などに参加することへの抵抗感の

解消

家庭や学校における男女平等に関する教育

仕事中心という社会全体の仕組みの改善

柔軟な勤務制度の導入（在宅勤務やフレッ

クスタイム制度など）

女性が働くことに対する家族や周囲の理解と

協力

金銭面での支援の充実（出産一時金や育児

休業中の手当の増額など）

育児や介護のために退職した職員の復帰又

は再就職が可能となるような制度の導入

給与等の男女格差の解消

労働時間の短縮及び休暇制度の充実・普及

育児休業・介護休業制度を利用しやすい職

場環境の整備

男性

女性

無回答

女性も男性も仕事と家庭生活・地域活動を両立するために特にどのよう

なことが必要だと思いますか。（複数回答可）

（人）
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【施策の方向】

【数値目標】

用語解説
※5 家族経営協定：家族農業経営にたずさわる各世帯員が、家族間の十分な話し合いに基づき、経
営方針や役割分担、世帯員全員が働きやすい就業環境等について取り決める協定のこと。

事業番号 具体的な取り組み 内容 担当課

農林畜産業における男女
共同参画の視点を踏まえ

た支援の充実
10

農林振興課
農業委員会

総務課男性の育児休業取得の促進

男性の育児休業取得率
（椎葉村役場内）

男女が協力して子育てに関わることに
ついての学習機会の提供を行います。
また、読み聞かせイベントや子育て親
子の交流の場、子育てに関する情報の
提供（母子手帳交付時に父親に対して
「パパのイクメン手帳」を交付）を通
じ、妊婦のサポートと、男性の子育て
への関わりの支援・促進を図ります。

9 福祉保健課
男性を対象にした育児へ

の参画のための支援

0%
（令和４年度）

20.0%

11

農業・林業・畜産業への新規就業希望
者に対する情報提供・相談活動等を行
うにあたり、男女共同参画の視点に
立った就業支援及び広報・啓発を推進
します。また、仕事と生活の調和への

配慮を含めた家族経営協定※5の締結を
支援、推進します。
父親の子育て参画や子育て中の働き方
の見直しを進めるため、男性の育児休
業取得を促進するとともに、男性の家
事・育児・介護への参画について啓発
を行います。また、男性の育児休業取
得を促進するため「パパ・ママ育休プ
ラス」（両親ともに育児休業を取得す
る場合の特例等）等の啓発を行いま
す。

指標 現状 令和９年度の目標数値

性別や生活形態、家族形態に関わら
ず、誰もが働きやすい環境を整備する
ことで、多様で活力ある企業活動が図
られることなど、事業所に対する情報
提供を行います。また、地域活動のた
めに有給制度が活用されるよう促しま
す。

地域振興課

仕事と家庭の両立ができ
る誰もが働きやすい環境
をつくるための事業所等

に対する情報提供

12
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【現状と課題】

用語解説

すべての暴力は、その対象に年齢・間柄に関わりなく、犯罪となる行為をも含む重大な人
権侵害であり、その防止と救済に向けた取り組みを進めることは、男女共同参画社会を形成
していくうえでの喫緊の課題です。

特に、DV※6やセクシャル・ハラスメントなどの被害者は多くの場合女性であり、その背

景には、男女の固定的な役割分担意識、経済力の格差、上下関係の規範など性別に由来する
構造的な問題があります。

しかし、これらを個人的な問題としてとらえる意識は根強く残っており、暴力が潜在化す
る大きな要因となっていることから、個人の問題ではなく社会の構造的な問題であるという
確かな認識を広めるための取り組みが重要です。

令和4年度に実施した「第２次男女共同参画基本計画策定に係るアンケート」において、

夫や妻または恋人からの暴力の経験を尋ねたところ２割弱の男女が何らかの暴力を受けたこ

とがあると回答しました。最も多かった回答は「大声で怒鳴られる」であり、男性よりも暴

力を受けた経験があるという回答の多かった女性においては「何でも勝手に決められ命令さ

れる」や「十分な生活費を渡さない」といった回答も見られました。また、「身近なところ

（学校・職場・地域活動）でセクシャル・ハラスメントを自分が受けたり、ほかの人が受け

ているのを見たり聞いたりしたことはありますか」という質問においては、３割の方が見聞

きしたことがあると回答し、「自分自身が受けたことがある」という回答も見受けられまし

た。

暴力には、殴る、蹴るなどの身体への暴力だけでなく、言葉や態度で精神的に追い詰めた

りすることも含まれます。「医師の治療が必要とならない程度の暴行を受ける」（身体的暴

力）、「大声で怒鳴られる」（精神的暴力）、「嫌がっているのに性的行為を強要されたこ

とがある」（性的暴力）、「十分な生活費を渡さない」（経済的暴力）、「交友関係や電

話、SNSなどを細かく監視されたことがある」（社会的暴力）これらはすべて、「第２次男

女共同参画基本計画策定に係るアンケート」において受けた経験があると回答があったもの

です。暴力に対する正しい理解を地域社会に広めるために広報啓発と学習機会の提供に努め

ます。また、配偶者等からの暴力や児童虐待に対する見守り体制の充実や相談しやすい環境

づくり、相談に適切に対処できる体制の整備を関係機関と連携して行います。

※6 DV（ドメスティック・バイオレンス）：配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者か
ら振るわれる暴力のこと。

基本目標４

男女の人権を侵害するあらゆる暴力の防止、救済に向けた環境の整備
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1

4

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

92

0

4

0

3

1

5

5

20

4

2

1

131

0

1

1

4

1

5

1

7

0

2

その他

そのような経験は全く無い

命の危険を感じるくらいの暴行を受ける

医師の治療が必要とならない程度の暴行を受

ける

見たくないのにポルノビデオやポルノ雑誌を

見せられる

何を言っても無視され続ける

「誰のおかげで生活できるんだ」とか「甲斐

性なし」と言われる

何でも勝手に決められ、命令される

十分な生活費を渡さない

大声で怒鳴られる

いやがっているのに性的行為を強要されたこ

とがある

交友関係や電話、ＳＮＳなどを細かく監視され

たことがある
男性

女性

無回答

あなたは夫や妻または恋人から次のようなことをされたことがありますか。

（複数回答可）

（人）

7

1

0

0

105

25

8

7

116

50

15

4

ない

聞いたことがある

見たことがある

自分自身が受けたことがある
男性

女性

無回答

あなたの身近なところ（学校・職場・地域活動）でセクシャル・ハラスメントを自

分が受けたり、あるいはほかの人が受けているのを見たり聞いたりしたことがあり

ますか。

（人）
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【施策の方向】

【数値目標】

用語解説
※7 デートDV：結婚していない交際中の男女間で起こる暴力。

指標 現状 令和９年度の目標数値

身近なところでセクシャ
ル・ハラスメントを受けた
ことも見聞きしたこともな

いと回答した人の割合

67.5%
（令和４年度）

85.0%

教育関係者への服務規律の徹底、被害者で

ある児童生徒等、さらにはその保護者が相

談しやすい環境づくり、相談や苦情に適切

に対処できる体制の整備、被害者の精神的

ケアのための体制整備等を進めます。

教育委員会

教育の場におけるセク
シャル・ハラスメント防
止に向けた広報・啓発活

動の推進

16

学校関係者や保育士等、日頃から子どもに

接している人は、子どもや保護者の様子、

会話の内容から発せられるSOSを見逃さ

ず、配偶者等からのDVや虐待など早期発見

に努め、適切な支援が受けられるよう関係

機関との連携に努めます。また、地域住民

に児童虐待防止法に基づく通告制度の周知

を進め、幅広い見守り体制の構築を進めま

す。

福祉保健課
教育委員会

学校、保育所等における
子どもの行動等からの早

期発見と対応の促進
13

医療機関は患者の症状から、保健センター

は健康診査や相談を通して、暴力、虐待な

どの早期発見に努め、緊急性や被害者の心

身の状況に応じて被害者の意思を尊重しな

がら、村や警察に通報したり、必要な情報

提供を行えるよう、制度にかかる情報提供

等の支援に努めます。

病院
福祉保健課

保健・医療機関における
早期発見と情報提供

14

配偶者等からの暴力（DV、デートDV※7）

やセクシャル・ハラスメント、虐待など、

性別に起因するあらゆる暴力に対する正し

い理解を地域社会に広めるため、国や県が

作成した啓発用リーフレット等をあらゆる

機会で積極的に配布、設置します。また、

県男女共同参画センターや近隣市町村で開

催される講演会や研修会の日程等の情報提

供を行い、参加を促進します。

総務課
性別に起因するあらゆる
暴力根絶のための啓発

15

担当課事業番号 具体的な取り組み 内容
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【現状と課題】

用語解説
※8 エンパワーメント：自ら主体的に行動することによって状況を変える力をつけること。 

多様化する地域課題の解決に向けては、村政やあらゆる分野の政策・方針決定過程に、

様々な立場や考え方を持つ当事者や地域生活者の声を反映していくことが必要です。

令和4年度に実施した「第２次男女共同参画基本計画策定に係るアンケート」におい

て、政策の企画や方針決定の過程に女性の参画が少ない理由を尋ねたところ、最も多かっ

たのは「男性優位の組織運営」次いで、「女性側の積極性が十分でない」、「女性の参画

を積極的に進めようと意識している人が少ない」となりました。

一方で、「家庭・職場・地域における性別役割分担や性差別の意識がある」の回答は全

体の７％にとどまっており、性に起因する理由というよりも「積極性」に欠けていること

が分かります。女性側の回答においては「女性の活躍を支援するネットワークの不足」と

いう意見も多数見られたことから、公的・私的な面で支援する側の対策も必要であると考

えられます。

また、「女性の意見や視点をより一層村政に反映させるために有効な取り組みは何だと

思いますか」という質問においては、男性で最も多かったのは「審議会・委員会等への女

性の登用増」で、女性で最も多かったのは「女性議員の増員」となりました。

　上記のアンケート結果を踏まえ、女性活躍の支援のために女性のエンパワーメント※8に

向けた研修等の情報を提供し、人材育成を図ります。研修等を通じて女性側の積極性を育

み、様々な分野における各種団体、審議委員会における、役員、委員への女性参画の促進

を図ります。また、椎葉村役場内において、固定的な性別役割分担意識に基づく職域・職

種・職階における偏りをなくし、バランスの良い職員配置、幅広い職務経験を積むことが

できるよう配慮し、職員の女性参画の意識を高め、職員と地域住民の関わりを通して地域

社会全体の意識を高めることができるよう促します。

基本目標５

政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
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0

2

2

1

2

1

7

2

3

16

30

19

58

27

62

64

4

22

26

23

60

36

62

83

その他

女性の能力開発の機会が不十分

女性の活躍を支援するネットワークの不足

家庭・職場・地域における性別役割分担や

性差別の意識がある

女性の参画を積極的に進めようと意識してい

る人が少ない

家庭の支援・協力が得られない

女性の側の積極性が十分でない

男性優位の組織運営

男性

女性

無回答

政治や行政における政策の企画や方針決定の過程に女性の参画が少ない理由は何

だと思いますか。（複数回答可）

（人）

0

1

2

4

2

0

2

5

1

25

19

63

28

30

25

50

6

26

15

67

41

40

32

96

その他

積極的な情報公開

広報活動の強化

女性議員の増員

村民活動に対する支援の充実

村民の意見や提案等の募集拡充

各種懇談会・フォーラム等の充実

審議会・委員会等への女性の登用

増

男性

女性

無回答

女性の意見や視点をより一層村政に反映させるために有効な取り組みは何だと思い

ますか。（複数回答可）

（人）
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【施策の方向】

【数値目標】

令和９年度の目標数値

35.0%

指標 現状

地方自治法に基づく審議委員
会における女性委員の人数

13.9％
（令和４年度）

農業や商工業、自治公民館、各種団

体に対し、役員や委員への女性の参

画の促進を働きかけます。また、審

議委員会等において、関係機関や団

体等へ女性の参画を促します。

関係各課
各種団体や審議委員会等
への女性の参画の拡大

20

学校教育・社会教育の場における

様々な活動において、役員への女性

の参画の促進について働きかけを行

います。

教育委員会
学校教育・社会教育の場
における役員等への女性

の参画の促進

女性の能力が発揮されることが各種

団体の活動の活性化に不可欠という

醸成を図りながら、女性のエンパ

ワーメントに向けた研修等の情報を

提供します。

総務課
政策・方針決定過程への
女性の参画拡大に向けた

人材育成
18

19

固定的な性別役割分担意識に基づく

職域・職種・職階における性別によ

る偏りをなくし、幅広い職務経験を

積むことができるよう配慮します。

総務課
行政職員における女性職
員のグループ長配置への

配慮
17

事業番号 具体的な取り組み 内容 担当課
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【現状と課題】

少子高齢化と人口減少社会の到来等本村を取り巻く社会・経済情勢の変化に対応するた

め新たな地域づくりの展開が重要視されています。

多様化・複雑化する地域課題の解決を図り、住民1人1人の人権の尊重に根差した地域

生活環境の整備を進めるためには、行政のみが公共サービスを提供するあり方から、自治

会等の地域活動団体など多様な主体との協働による「新しい公共の創造」が求められてい

ます。このような新たな地域づくりの展開にあたっては、自らの地域を住民自らの「自

助」「共助」で担う地域自治の力量形成に努める必要があります。また、本計画に策定さ

れた施策を着実に推進するために、行政・住民・事業者等が一体となって、協働による推

進体制により一層の整備に取り組みます。

令和4年度に実施した「第２次男女共同参画基本計画策定に係るアンケート」におい

て、「今後男女があらゆる分野でもっと平等になるために特に必要だと思うことは何です

か」という質問に対し、最も多かったのは「安心して働くために子育てや介護の支援体制

を充実する」となり、次いで「社会的なしきたりや古くからの慣習を改善する」となりま

した。「椎葉村はほかの自治体と比べて男女共同が進んでいると思いますか」という質問

においては、女性の過半数が進んでいないと回答しており、性別に関係なく住みやすい椎

葉村を作っていくためには、まだ多くの課題が残っていることが現状です。

アンケートの結果から育児・介護の支援体制の充実に重点を置き、男女共同参画推進担

当課の機能発揮の観点から、関係課と共同して支援の充実を図ります。

また、公民館活動や社会教育活動、地域における福祉活動など、様々な地域活動の場に

おいて男女共同参画の推進を行い、社会的なしきたりや古くからの慣習の改善につなげま

す。地域防災の場においても男女共同の視点を取り入れ、災害時に性別関係なく被害軽減

に尽力できるよう努めます。

基本目標６

男女共同参画社会づくりに向けた推進体制の整備と地域づくり活動の推進
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0

2

3

4

4

6

1

7

1

23

31

38

66

77

53

116

6

19

41

47

59

73

48

129

その他

新聞やテレビなどのマスメディアやＳＮＳにおい

て女性差別を改める

男女が平等になるようさらに啓発を行う

女性が社会的な活動や政治の面に積極的に参

加する

子どものときから男女平等に関する教育を徹底

させる

社会的なしきたりや古くからの慣習を改善する

採用・育児・介護などを十分に評価する

安心して働くために子育てや介護の支援体制を

充実する

男性

女性

無回答

今後男女があらゆる分野でもっと平等になるために特に必要だと思うことは何で

すか。（複数回答可）

（人）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

女性

男性

進んでいる まあまあ進んでいる 同じくらい あまり進んでいない 進んでいない

椎葉村はほかの自治体と比べて男女平等が進んでいると思いますか。
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【施策の方向】

【数値目標】

24

地域における公民館活動や社会教育活

動、いきがいづくりや健康増進などの

福祉活動等の場において、男女共同参

画の意識を高めます。

教育委員会
福祉保健課

地域活動が行われてい
る場を活用した男女共

同参画の推進

男女共同参画推進担当課は、村政全般
に男女共同参画の視点が組み入れられ
るよう、施策の総合的な調整を行う役
割を担っています。「男女共同参画基
本計画」が推進されるよう進行管理を
行うとともに、「男女共同参画審議推
進委員会」「男女共同参画推進連絡会
議」の機能発揮のため事務局機能を果
たします。

総務課
男女共同参画推進担当

課の機能発揮
21

男女ともに災害や防災について意識
し、被害を軽減できるよう、男女共同
参画の視点を取り入れた防災活動に努
めます。また、女性の防災人材の育成
や自主防災組織への参画を促進しま
す。

総務課
男女共同参画の視点を
取り入れた防災活動

23

男女共同参画についての村民の意識を
把握し、今後の施策に反映するために
２年に１度アンケート調査を実施しま
す。

総務課意識調査の実施22

令和９年度の目標数値

50.0%

指標 現状

椎葉村の男女共同参画はほか
の自治体より進んでいると回

答した人の割合

22.7％
（令和４年度）

事業番号 具体的な取り組み 内容 担当課
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　～推進体制～

椎葉村男女共同参画推進条例

椎葉村男女共同参画基本計画

村 長

答申・提言

諮問・報告

椎葉村男女共同参画推進連絡会議 椎葉村男女共同参画審議推進委員会

地域推進委員

村民・地域・事業者

事務局

（総務課 男女共同参画係）

宮崎県生活・協働・男女参画課

宮崎県男女共同参画センター

連携

協力

連絡調整

推進

協働

連携
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■椎葉村男女共同参画推進条例

■男女共同参画推進連絡会議設置要綱

■椎葉村男女共同参画審議推進委員会設置要綱

　

参考資料
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■椎葉村男女共同参画推進条例

（平成25年3月19日条例第14号）
　　  改正　平成28年3月10日条例第10号

第1章　総則

(目的)

(定義)
第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(基本理念)
第3条　男女共同参画は、次に掲げる理念を基本として推進されなければならない。

(村の責務)

（村民の責務）

(事業者の責務)

(教育に携わる者の責務)

第1条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、村、村民、事業者及び教育に携わる
者の責務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関する施策について必要な事項を定めることによ
り、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

(1) 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ

る活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受す

ることができ、かつ、共に責任を担うことをいう。

(2) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男

女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。

(3) 村民 村内に居住する者又は滞在する者(通勤、通学等で滞在する者をいう。)及び村内に活動拠点を

置く団体等に所属する者をいう。

(4)　事業者　村内において、あらゆる事業又は活動を行う個人及び法人その他の団体をいう。

(5)　教育に携わる者　社会のあらゆる分野において教育活動を行う者をいう。

(1) 男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が
個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されること。
(2) 性別による固定的な役割分担等に基づく社会における制度又は慣行が、男女の社会における活動の自
由な選択に対して影響を及ぼすことのないように配慮されること。

(3) 男女が、社会の対等な構成員として、あらゆる分野における意思の形成及び決定に共同して参画する

機会が確保されること。

(4) 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活
における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことがで

きるようにすること。
(5) 男女が、互いの性を尊重するとともに、その身体の特徴についての理解を深め、生涯にわたり共に健

康な生活を営むことができるように配慮されること。

(6)　国際社会における取組を勘案し、その動向に配慮すること。

第7条 教育に携わる者は、男女共同参画社会についての理解を深めるとともに、基本理念にのっとり、男
女共同参画社会の形成に配慮した教育を行うよう努めなければならない。
2 教育に携わる者は、村が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策に協力するよう努めなけ
ればならない。

第4条 村は、前条に定める理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画の推進に関する
施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
2 村は、村行政のあらゆる分野において、施策を策定し、及び実施するにあたっては、男女共同参画の推
進に配慮しなければならない。

第5条 村民は、基本理念にのっとり、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において男女
共同参画の推進に取り組むよう努めなければならない。
2　村民は、村が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めなければならない。

第6条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、男女共同参画の推進に取り組むよう努めな

ければならない。

2 事業者は、男女が職場における活動に対等に参画する機会の確保に努めるとともに、男女が職業生活に

おける活動と家庭生活における活動その他の活動とを両立して行うことができる職場環境を整備するよう努め

なければならない。

3　事業者は、村が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めなければならない。
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(性別による権利侵害の禁止)

第2章　男女共同参画の推進に関する基本的施策等
(男女共同参画計画の策定等)

(事業者及び村民の理解を深めるための措置)

(教育及び学習の推進)

(地域における環境の整備)

(事業者及び村民の活動に対する支援)

(相談等の処理)

(調査及び研究)
第15条　村は、男女共同参画を推進するために必要な調査及び研究を行うものとする。

(事業者への協力依頼)

(推進体制の整備等)
第17条　村は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、体制の整備を図る
とともに、必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。

(附属機関等における積極的改善措置)

(男女共同参画の推進状況の公表)

第16条 村長は、必要があると認める場合には、事業者に対し、雇用その他の事業活動における男女共同
参画の実態を把握するための調査について、協力を求めることができる。

第7条 教育に携わる者は、男女共同参画社会についての理解を深めるとともに、基本理念にのっとり、男
女共同参画社会の形成に配慮した教育を行うよう努めなければならない。
2 教育に携わる者は、村が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策に協力するよう努めなけ
ればならない。

第8条 何人も、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、次に掲げる行為を行って
はならない。
(1)　性別による差別的取扱い
(2) セクシャル・ハラスメント（性的な言動により当該言動を受けた者の生活環境を害すること又は性的な
言動を受けた者の対応によりその者に不利益を与えることをいう。）
(3)　男女間における暴力その他の心身に有害な影響を及ぼす言動

第9条 村長は、男女共同参画社会基本法(平成11年法律第78号)第14条第3項に規定する男女共同参画計画
を定めるに当たっては、村民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、椎葉村男女共同参画
審議推進委員会の意見を聴かなければならない。
2　前項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用する。

第10条 村は、広報活動及び啓発活動を通じて、基本理念に関する事業者及び村民の理解を深めるよう適
切な措置を講ずるものとする。

第11条 村は、学校教育、社会教育その他の教育の分野において、男女共同参画に関する教育及び学習
の推進のために適切な措置を講ずるよう努めるものとする。

第12条 村は、農山漁村をはじめとする地域における生産、経営及びこれに関連する活動において、男女
がその能力を十分に発揮し、適正な評価を受け、対等な構成員として参画する機会を確保するため、必要
な環境の整備に努めるものとする。

第13条 村は、事業者及び村民が行う男女共同参画の推進に関する活動を支援するため、情報の提供その
他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

第14条 村長は、第8条各号に掲げる行為その他の男女共同参画の推進を妨げる行為に係る事案につい
て、村民からの相談があった場合は、関係機関と連携して、当該相談を適切に処理するものとする。
2 村長は、村が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認
められる施策について、事業者又は村民から苦情の申出があった場合は、これを適切に処理するよう努める
ものとする。
3 村長は、前項の申出を処理するにあたって、必要と認めるときは、椎葉村男女共同参画審議推進委員会
の意見を聴くものとする。

第18条 村は、附属機関及びこれに類するものにおける委員を任命し、又は委嘱する場合にあって
は、積極的改善措置を講ずることにより、男女の数の均衡を図るよう努めるものとする。

第19条 村長は、毎年度、男女共同参画計画に基づく施策の推進の状況に関する報告書を作成し、こ
れを公表するものとする｡ －40－



第3章　椎葉村男女共同参画審議推進委員会
(設置等)

(組織)

(庶務)
第22条　審議推進委員会の庶務は、男女共同参画主管課において処理する。

第4章　雑則
(委任)
第23条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、村長が別に定める。

附　則
この条例は、平成25年4月1日から施行する。

附　則(平成28年3月10日条例第10号)
この条例は、平成28年4月1日から施行する。

第19条 村長は、毎年度、男女共同参画計画に基づく施策の推進の状況に関する報告書を作成し、こ
れを公表するものとする｡

第20条 村長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査・審議・推進させるため、椎葉村男女共同参画審
議推進委員会（以下「審議推進委員会」という。）を置く。
(1)　男女共同参画計画の策定又は変更に関すること。
(2)　第14条第3項の規定による苦情の申出の処理に関すること。
(3)　前二号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に係る重要な事項に関すること。
2 審議推進委員会は、村が実施する男女共同参画の推進に関する施策の実施状況について、村長に
意見を述べることができる。

第21条　審議推進委員会は、村長が委嘱する委員20人以内で組織する。
2　委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
3　委員は、再任されることができる。
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■男女共同参画推進連絡会議設置要綱

(平成24年8月29日要綱第45号)
　　改正  平成25年12月25日要綱第23号

(目的及び設置)

(所掌事項)
第2条　連絡会議は、次の事項について協議する。

(組織)

(会議)

(分科会)

(庶務)
第6条　連絡会議の庶務は、男女共同参画主管課において処理する。

(その他)
第7条　この要綱に定めるもののほか、連絡会議に関し必要な事項は、会長が別に定める。

附　則
この要綱は、平成24年9月1日から施行する。
附　則(平成25年12月25日要綱第23号)
この要綱は、公布の日から施行する。

第1条　男女共同参画社会基本法第9条の規定に基づき、椎葉村における男女共同参画関係施策を総合的か
つ計画的に実施するため、椎葉村男女共同参画推進連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置する。

(1)　男女共同参画に関する総合的な施策の推進に関すること。
(2)　男女共同参画に関する施策に係る庁内連絡調整に関すること。
(3)　男女共同参画に関する施策に係る調査及び研究に関すること。
(4)　前3号に掲げるもののほか、男女共同参画に関すること。

第3条　連絡会議は、会長、副会長及び委員若干名をもって組織する。
2　会長は村長、副会長は副村長をもって充てる。
3　委員は課長(課長に準ずるものを含む。以下同じ)をあて、村長がこれを任命する。

第4条　連絡会議は、会長が必要に応じて招集し、会長がその議長となる。
2　連絡会議は、必要があると認めるときは、関係職員の出席を求め、意見を聴くことができる。

第5条　連絡会議は、男女共同参画に関する施策を調査及び研究するため、分科会を置くことができる。
2　分科会は、結果を会長に報告するものとする。
3　分科会の委員は、村職員のうちから会長が指名する。
4　分科会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める
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■椎葉村男女共同参画審議推進委員会設置要綱
（平成25年1月10日要綱第1号）

　　  改正　平成28年2月12日要綱第4号

(趣旨)

(委員)

(組織等)
第3条　審議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。

(庶務)
第4条　審議推進委員会の庶務は、男女共同参画主管課において処理する。

(委任)
第5条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、村長が別に定める。

附　則
この要綱は、平成25年4月1日から施行する。

附　則
この要綱は、平成28年4月1日から施行する。

■椎葉村男女共同参画審議推進委員

第1条 この要綱は、椎葉村男女共同参画推進条例（平成25年条例第14号。以下「条例」という。）第20
条に規定する男女共同参画審議推進委員会（以下「審議推進委員会」という。）の設置及び運営に関し、
必要な事項を定める。

第2条　委員は、次に掲げる者のうちから村長が委嘱する。
(1)　男女共同参画社会の形成に関し知識又は経験を有する者
(2)　事業者が推薦する者
(3)　公募の村民

2　審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。
3　審議会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。
4　審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

役　職 氏　名 地区

椎葉　佳代子

甲斐　龍信

委員

会長

副会長

安藤　重美

中瀬　京子

椎葉　豊香

黒木　真澄

椎葉　利徳

椎葉　直美

那須　哲也

那須　春子

松尾公民館

小崎公民館

大河内公民館

栂尾公民館

不土野公民館

尾向公民館

鹿野遊公民館

上椎葉公民館

尾八重公民館

仲塔公民館
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第 ２ 次椎葉村男女共同参画基本法

令和５年４月

椎葉村
〒883-1601

宮崎県東臼杵郡椎葉村大字下福良1762番地1

TEL 0982-67-3201 FAX 0982-67-2825
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